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特
集

自治体の徴収力を強化する
　厳しい財政状況の中、自治体の適切な債権管理、徴収率アップはこれまで以上に重要な課題と
なっています。特に現在は、（2016年度から５年間の段階的措置として）「地方税の実効的な徴収を
行う地方自治体の徴収率を標準的な徴収率として地方交付税の算定に反映」する、トップランナー
方式が総務省により導入されているほか、個人住民税の特別徴収の徹底などが進められており、自
治体の滞納整理事務の重要性は増しています。
　今回の特集では、徴収率アップに向けた方策や市民の利便性の高い納税環境の整備（2017年度
から運用が開始されるマイナポータルの動向も含めて）などについて、また、徴収率向上に向けて
取り組む都市自治体の事例も取り上げます。

寄稿 1 生活再建型滞納整理による収納率の向上
弁護士　瀧　康暢

寄稿 2
税収の確保を目指して
館山市の滞納整理の取り組み
館山市長　金丸謙一 

寄稿 3 自主財源の確保に向けた徴収力の強化
津市長　前葉泰幸

寄稿 4 債権管理条例による全庁的な債権回収の強化
貝塚市長　藤原龍男
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1寄稿

　
生
活
再
建
と
滞
納
整
理
の
両
立

　

生
活
再
建
型
滞
納
整
理
と
は
、
強
制
徴
収
一
本
や

り
で
は
な
く
、
①
滞
納
者
の
滞
納
原
因
を
除
去
し
、

②
収
支
均
衡
の
家
計
管
理
を
支
援
し
て
生
活
再
建
ひ

い
て
は
担
税
力
の
回
復
を
図
り
、
繰
越
し
た
滞
納
を

解
消
す
る
滞
納
整
理
方
法
を
い
う
。

　

滞
納
原
因
と
し
て
、
分
か
り
や
す
い
も
の
は
消
費

者
金
融
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社
ら
の
借
金
で
あ
る
。
借

金
の
整
理
と
過
払
金
の
回
収
は
、
繰
越
滞
納
の
解
消

に
と
っ
て
即
効
性
の
あ
る
方
法
で
あ
る
。

　

家
計
管
理
は
、
滞
納
者
本
人
の
自
覚
も
必
要
な
こ

と
か
ら
、
時
間
と
手
間
は
か
か
る
。
し
か
し
、
家
計

管
理
の
能
力
を
身
に
つ
け
れ
ば
、
将
来
に
わ
た
っ

て
、
納
期
内
納
税
を
維
持
で
き
、
滞
納
処
分
の
人
的
、

予
算
的
な
徴
収
コ
ス
ト
の
大
幅
な
節
約
に
な
る
。

　「
即
効
型
」
生
活
再
建
型
滞
納
整
理 

　（
借
金
整
理
と
過
払
金
の
回
収
）

　

市
税
等
の
滞
納
者
、
特
に
国
民
健
康
保
険
料（
税
）

の
滞
納
者
の
６
割
以
上
が
、
消
費
者
金
融
等
か
ら
借

入
が
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
し
か
も
消
費
者
金
融
等
か

ら
借
入
が
あ
る
滞
納
者
の
多
く
が
、
10
年
以
上
前
か

ら
の
借
入
で
あ
る
。

　

借
金
の
整
理
を
し
て
、
債
務
を
減
ら
す
、
あ
る
い

は
無
く
す
こ
と
に
よ
り
、
納
税
資
力（
担
税
力
）を
回

復
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
消
費
者
金
融
等
が

違
法
に
収
受
し
た
利
息（
過
払
金
）を
取
り
戻
し
て
滞

納
税
に
充
て
れ
ば
、
税
の
滞
納
も
解
消
し
、
直
ち
に

生
活
再
建
に
つ
な
が
る
。

　

こ
う
し
た
即
効
性
の
あ
る
夢
の
よ
う
な
滞
納
整
理

が
現
実
に
存
在
し
て
い
る
。

　
消
費
者
金
融
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社
が 

　
貯
め
込
ん
だ
過
払
金
の
額

　

最
高
裁
判
所
は
、
平
成
19
年
１
月
13
日
、
利
息
制

限
法
所
定
の
金
利
と
出
資
法
の
定
め
る
刑
罰
金
利
の

間
の
い
わ
ゆ
る
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
金
利（
図
１
）に
つ
い

て
、
借
主
が
任
意
の
意
思
で
支
払
っ
た
も
の
で
な
い

こ
と
か
ら
、
そ
の
全
額
の
返
還
を
命
じ
る
判
決
を
下

し
た
。
こ
の
最
高
裁
判
決
以
降
、
過
払
金
の
返
還
請

求
が
盛
ん
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、
過
払
金

の
回
収
が
本
格
化
し
て
、
ま
だ
10
年
し
か
経
過
し
て

い
な
い
。

生
活
再
建
型
滞
納
整
理
に
よ
る

収
納
率
の
向
上

弁
護
士　

瀧た
き

　
康や

す
の
ぶ暢

 

 
 

 

図1　借金が減り、過払金が発生する根拠

平成12年まで、40.004％
平成22年まで、29.2％

　この金利帯が、払い過ぎで
カット で き る。年 間10％～
20％の利息のカットが可能。
　50万円の借入れだと、年間
5万円～10万円が過剰返済と
なっている。

刑罰金利（ヤミ金）

グレーゾーン金利

0%

20%

10万円
未満 10万円以上

100万円未満 100万円
以上

15%
18%
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消
費
者
金
融
等
が
、
貯
め
込
ん
だ
過
払
金
は
約

20
兆
円
に
及
ぶ
が
、
回
収
さ
れ
た
金
額
は
、
大
手
消

費
者
金
融
会
社
の
有
価
証
券
報
告
書
か
ら
計
算
す
る

と
５
〜
６
兆
円
程
度
で
あ
る
。
い
ま
だ
15
兆
円
近
い

過
払
金
が
消
費
者
金
融
等
に
残
っ
た
ま
ま
で
、
自
治

体
の
徴
収
に
と
っ
て
は
埋
蔵
金
で
あ
る
。

　
過
払
金
の
回
収
に
よ
る
収
納
率
、 

　
収
納
額
の
向
上

１ 

収
納
額
、
滞
納
繰
越
の
収
納
率

　

筆
者
の
事
務
所
で
扱
っ
た
実
例
か
ら
す
れ
ば
、
消

費
者
金
融
に
借
金
が
あ
る
繰
越
滞
納
者
30
名
の
過
払

金
の
回
収
で
、
約
１
０
０
０
万
円
の
納
税
が
可
能
に

な
る
。

　

10
万
人
以
下
の
自
治
体
の
場
合
、
10
年
以
上
消
費

者
金
融
か
ら
借
入
が
あ
る
滞
納
者
を
積
極
的
に
掘
り

起
こ
せ
ば
、
過
払
金
の
回
収
に
よ
り
預
金
の
差
押
え

と
ほ
ぼ
同
額
の
納
税
が
可
能
に
な
る
。
要
す
る
に
預

金
差
押
え
に
よ
り
収
納
す
る
滞
納
繰
越
の
収
納
率
の

ポ
イ
ン
ト（
２
〜
５
％
ほ
ど
）と
ほ
ぼ
同
率
の
ポ
イ
ン

ト
が
、
過
払
金
の
回
収
に
よ
り
上
積
み
で
き
る
わ
け

で
あ
る
。

　

現
年
度
の
収
納
率
は
、
き
め
細
か
い
督
促
催
告

で
、
収
納
率
99
％
超
も
不
可
能
で
は
な
い
。
し
か
し
、

繰
越
滞
納
者
か
ら
徴
収
す
る
こ
と
に
よ
り
、
収
納
率

を
１
％
で
も
上
げ
る
こ
と
は
非
常
に
困
難
で
あ
る
。

過
払
金
が
発
生
し
て
い
る
滞
納
者
は
、
長
年
の
借
金

生
活
で
、
無
財
産
・
低
所
得
で
、
徴
収
サ
イ
ド
と
し

て
は
、
執
行
停
止（
租
税
債
権
の
消
滅
）の
典
型
的
な

対
象
者
で
あ
る
は
ず
だ
。

　

過
払
金
の
回
収
に
よ
る
納
税
は
、
繰
越
滞
納
税
の

徴
収
を
可
能
に
す
る
だ
け
で
な
く
、
放
棄
見
込
み
で

あ
っ
た
租
税
債
権
の
回
収
が
で
き
る
と
い
う
点
で
マ

イ
ナ
ス
を
プ
ラ
ス
に
ま
で
転
化
で
き
る
効
果
が
あ
る
。

２ 

生
活
再
建
、
担
税
力
の
回
復

　

過
払
金
を
回
収
し
て
も
、
滞
納
者
の
生
活
が
逼ひ
っ
ぱ
く迫

す
る
こ
と
は
な
く
、
逆
に
消
費
者
金
融
の
借
金
は
無

く
な
り
、
３
年
、
５
年
と
繰
越
滞
納
し
て
い
る
税
金

等
を
完
納
で
き
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
豊
か
な
日
常

生
活
を
取
り
戻
す
こ
と
に
つ
な
が
る
。
こ
れ
ま
で
の

民
間
と
自
治
体
の
両
債
権
の
返
済
に
追
わ
れ
て
い
た

債
務
奴
隷
状
態
か
ら
解
放
さ
れ
る
。

　

借
金
が
無
く
な
れ
ば
、
そ
の
分
、
生
活
に
余
裕
が

出
て
く
る
。
翌
年
は
滞
納
も
な
く
、
納
期
内
に
納
税

が
可
能
に
な
る（
担
税
力
の
回
復
）。

　
生
活
再
建
型
滞
納
整
理
に
よ
る
成
果

　

筆
者
の
法
律
事
務
所
と
連
携
し
て
、
借
金
整
理
・

過
払
金
の
回
収
に
よ
る
生
活
再
建
型
滞
納
整
理
を

行
っ
た
成
果
は
、
表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

横
須
賀
市
で
は
、
２
年
半
の
間
に
60
名
の
滞
納
者

（
税
金
等
の
滞
納
総
額
３
２
５
７
万
円
）を
債
務
整
理

に
誘
導
し
て
、
過
払
金
４
３
８
１
万
円
を
回
収
し
、

１
６
４
２
万
円
の
納
付
に
至
っ
て
い
る
。

　

山
梨
県
甲
斐
市
で
は
、
５
年
の
間
に
、
１
３
１
名
の

滞
納
者
（
税
金
等
の
滞
納
総
額
９
５
３
４
万
円
）
を
債

務
整
理
に
誘
導
し
て
、
過
払
金
１
億
７
２
２
３
万
円

を
回
収
し
、
４
４
２
３
万
円
の
納
付
に
至
っ
て
い
る
。

　

過
払
金
の
回
収
に
よ
っ
て
、
弁
護
士
に
誘
導
さ
れ

た
滞
納
者
の
繰
越
滞
納
額
の
半
額
が
回
収
で
き
る
と

い
う
こ
と
は
特
筆
に
値
す
る
。

　
掘
り
起
し
と
弁
護
士
へ
の
誘
導

　

債
務
整
理
・
過
払
金
の
回
収
は
、
徴
収
職
員
が
独

自
に
行
う
こ
と
は
、
可
能
で
は
あ
る
。
し
か
し
、
消

費
者
金
融
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社
の
抵
抗
は
激
し
く
、

表１　滞納者の過払金を回収して納税に充てた実績一覧
平成28年12月31日現在

人口 誘導
開始月 誘導人数 回収

過払金額
市税等
滞納額

国保料・
税滞納額 滞納総額 納付総額

神奈川県 
横須賀市 41.83 H26.4 60 4,381 1,786 1,471 3,257 1,642 

山梨県
甲斐市 7.39 H23.9 131 17,223 3,403 6,131 9,534 4,423 

岐阜県
可児市 9.89 H26.3 34 3,510 875 570 1,445 564 

岡山県
倉敷市
国保課

47.55 H25.12 50 2,780 － 2,755 2,755 788 

鳥取県
大山町 1.72 H26.10 26 2,107 1,879 881 2,760 374 

※滞納額は、本税・本料のみ� （単位；万）
※納付額には、督促手数料、延滞金を含む
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過
払
金
の
全
額
回
収
の
た
め
に
は
、
訴
訟
手
続
き
が

ど
う
し
て
も
必
要
に
な
る
の
で
、
公
務
員
に
と
っ
て

は
荷
が
重
い
。

　

な
の
で
、
納
付
相
談
や
預
金
調
査
で
消
費
者
金

融
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社
か
ら
借
入
を
し
て
い
る
滞
納

者
を
発
見
し
た
ら
、
早
々
に
弁
護
士
に
誘
導
す
る
こ

と
が
望
ま
し
い（
図
２
）。
弁
護
士
に
債
務
整
理
を
任

せ
て
、
過
払
金
が
回
収
で
き
れ
ば
、
借
金
は
な
く
な

る
し
、
確
実
な
納
税
に
つ
な
が
る
。

　

徴
収
職
員
も
、
弁
護
士
誘
導
後
は
、
弁
護
士
の
債

務
整
理
の
結
果
を
待
つ
だ
け
で
、
時
間
も
労
力
も
節

約
で
き
る
。

　
自
治
体
行
政
に
対
す
る
信
頼
の
獲
得

　

生
活
再
建
型
滞
納
整
理
の
真
の
効
果
は
、
住
民
か

ら
厭
わ
れ
る
徴
収
部
署
の
生
活
再
建
支
援
に
よ
っ

て
、
自
治
体
行
政
に
対
す
る
信
頼
を
得
ら
れ
る
こ
と

で
あ
る
。

　

滞
納
者
で
あ
っ
て
も
、
自
治
体

住
民
で
あ
る
以
上
、
例
え
ば
道
路

や
下
水
道
工
事
、
防
災
訓
練
な
ど

各
種
の
協
力
を
依
頼
す
る
こ
と
は

多
い
。
強
制
的
な
預
金
差
押
え
だ

け
の
回
収
で
は
、
住
民
の
離
反
を

招
く
だ
け
で
、
将
来
的
に
自
治
体

の
行
政
施
策
の
執
行
に
渋
滞
を
招

く
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
。

　

多
重
債
務
か
ら
離
脱
す
る
き
っ

か
け
を
与
え
て
く
れ
た
自
治
体
に

対
し
、
滞
納
者
は
本
気
で
感
謝
の

気
持
ち
を
抱
い
て
く
れ
る
。
こ
れ

が
生
活
再
建
型
滞
納
整
理
の
真
の

効
果
で
あ
る
。

　

な
お
、
電
子
メ
ー
ル
で
連
絡
を

い
た
だ
け
れ
ば
（taki@

park-lo.
com

宛
て
）、
自
治
体
関
係
者
限

定
で
、
当
事
務
所
作
成
の
生
活
再

建
型
滞
納
整
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
無

料
で
、
Ｐ
Ｄ
Ｆ
フ
ァ
イ
ル
で
提
供

す
る
。

図2　借金の整理・過払金の回収による生活再建型滞納整理 業務フロー図

窓口、督促状・催告書・差押え予告通知に、無料相談広報チラシを同封。

過払金の回収後、納付書を利用して、弁護士が直接納付する。

  
 

  

 
 
 

 

 
 

 

 
 
 

 
 

 
 

広報活動

納　付

相　談

　滞納者の半数以上が、消費者金融・クレジット会社に借金があります。
　ダメもとで、丁寧に聞いてみましょう。

【電話・面談】
　「『消費者金融A社』とか『クレジット会社B社』とか、消費者金融・クレ
　ジットで借りていませんか。借りていたことはありませんか。」
　　Ａ．『はい、10年以上前から借入をしています』
　　Ａ．『すでに、返済を終わっている業者があります』

【職員からの説明】
　「借金が減るかどうか、過払金が発生するかどうか、弁護士に調査して
　もらってはどうですか」

【滞納者からの聴取】
　様式「債務整理・過払金回収・相談票／連絡書」に基づいて聴取・記入
　様式「個人情報取扱および過払金による公金納付の同意書」に署名

徴収法141条
取引履歴調査

弁護士への
誘導相談票・同意書

の引継

弁護士が、
依頼意思の確認

借金整理
過払金回収

（６～18か月）

直 接 納 付

10年以上前から、借金があることを認めながらも、弁護士に調
査を依頼しない滞納者については、国税徴収法141条による調
査利息計算ソフトで引直計算すると、過払金額を確認できる。

弁護士に、相談票、同意書を引き継ぐ
（郵送、ＦＡＸ、メールＰＤＦ添付でも可）。
可能であれば、滞納明細も送付。

直接弁護士と本人で打ち合わせて、依頼意思を確認。
借入状況につき、再確認する。
滞納者から委任状、契約書を取り付ける。

貸金業者と自治体に受任通知の発送。
貸金業者から取引履歴の開示。
引直計算。過払金の回収。
借金が一部残れば、毎月の返済可能額で、分割弁済案の提示。
自治体へは、進捗状況、過払金の回収状況等の月次報告。
弁護士誘導から、早ければ６カ月、長くても18カ月程度で、過払金を回収。
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2寄稿

税
収
の
確
保
を
目
指
し
て

館
山
市
の
滞
納
整
理
の
取
り
組
み

　
取
り
組
み
の
背
景

　

千
葉
県
の
最
南
端
に
位
置
す
る
館
山
市
は
、
西
に

波
静
か
な
館
山
湾
を
抱
き
、
南
は
黒
潮
お
ど
る
太
平

洋
に
面
し
、「
暖
冬
涼
夏
」の
代
表
的
地
域
と
し
て
知

ら
れ
、
豊
か
な
自
然
と
風
土
に
は
ぐ
く
ま
れ
た
ま
ち

で
あ
る
。

　

本
市
の
人
口
は
毎
年
減
少
を
続
け
、
高
齢
化
率
は

37
・
１
％（
平
成
29
年
１
月
１
日
現
在
）と
超
高
齢
社

会
に
突
入
し
て
い
る
。

　

そ
の
た
め
、
医
療
や
介
護
な
ど
の
社
会
保
障
関
連

経
費
に
か
か
る
支
出
が
年
々
増
加
し
て
お
り
、
市
の

財
政
を
圧
迫
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
。

　

ま
た
、
基
幹
税
で
あ
る
固
定
資
産
税
は
、
人
口
の

変
化
に
大
き
く
作
用
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
が
、
個
人

住
民
税
に
つ
い
て
は
、
人
口
の
減
少
、
す
な
わ
ち
納

税
者
数
の
減
少
に
伴
う
減
収
が
予
想
さ
れ
、
市
財
政

を
さ
ら
に
厳
し
く
す
る
要
因
と
な
る
。

　

税
収
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
安
定
し
た
高
い
収

納
率
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
本
市
に
と
っ
て
低
迷

す
る
収
納
率
の
向
上
は
、
喫
緊
の
課
題
で
あ
っ
た
。

　
安
定
的
な
収
納
率
を
確
保
す
る
た
め
に

　

平
成
20
年
度
以
前
は
、
歳
入
確
保
を
図
る
こ
と
か

ら
、
地
区
担
当
制
を
導
入
し
、
臨
戸
徴
収
や
一
斉
電

話
催
告
を
中
心
に
徴
収
事
務
を
行
っ
て
き
た
。
し
か

し
、
担
当
職
員
の
経
験
や
能
力
に
よ
っ
て
、
高
額
・

困
難
案
件
が
処
理
で
き
な
い
な
ど
、
地
区
ご
と
に
滞

納
者
へ
の
進
捗
状
況
に
差
が
生
じ
て
い
た
。
ま
た
、

ベ
テ
ラ
ン
職
員
が
少
額
滞
納
を
処
理
す
る
な
ど
非
効

率
的
な
状
況
も
あ
り
、
今
ま
で
の
滞
納
整
理
方
針
に

つ
い
て
大
き
な
方
向
転
換
を
図
る
必
要
が
あ
っ
た
。

①
平
成
20
年
度
以
前（
方
向
転
換
以
前
）

　

臨
戸
徴
収
や
一
斉
電
話
催
告
・
夜
間
納
税
相
談
な

ど
に
よ
り
、
少
額
で
の
分
納
誓
約
や
、
内
金
処
理
に

よ
る
時
効
止
め
の
処
理
が
中
心
で
あ
っ
た
。
そ
の
た

め
、
思
う
よ
う
に
収
納
率
は
あ
が
ら
ず
、
収
入
未
済

額
が
累
積
す
る
一
方
で
あ
っ
た
。

②
平
成
21
年
度
〜（
変
革
期
）

　

人
事
異
動
に
よ
り
、
徴
収
担
当
職
員
６
名
の
う
ち

４
名
が
入
れ
替
わ
っ
た
こ
と
を
機
に
、
臨
戸
徴
収
を

取
り
や
め
、
処
分
型
の
滞
納
整
理
へ
と
転
換
を
図
っ

た
。
転
換
を
図
る
に
あ
た
っ
て
は
、
県
滞
納
整
理
推

進
機
構
と
の
共
同
に
よ
る
滞
納
整
理
を
実
施
し
、
県

担
当
職
員
よ
り
、
財
産
調
査
か
ら
差
押
え
に
至
る
ま

で
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
授
か
っ
た
。

③
平
成
23
年
度
〜（
効
率
化
）

　

滞
納
管
理
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
事
務
の
効
率
化

を
図
る
と
と
も
に
、
口
座
振
替
促
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に

よ
る
勧
奨
や
コ
ン
ビ
ニ
収
納
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
納
付
な
ど
、

納
税
者
が
納
付
し
や
す
い
環
境
整
備
を
進
め
て
き
た
。

　

ま
た
、
平
成
25
年
度
か
ら
は
、
今
ま
で
収
納
分
野

で
は
主
流
と
な
っ
て
い
た「
地
区
担
当
制
」を
廃
止
し
、

複
数
人
一
組
に
よ
る「
機
能
分
担
型
」に
改
め
、
大
き

く「
進
行
管
理
」「
質
的
滞
納
整
理
」「
量
的
滞
納
整
理
」

に
区
分
し
、
滞
納
整
理
を
行
っ
て
い
る
。（
図
１
参
照
）

　

さ
ら
に
は
、
納
税
者
の
多
く
が
高
齢
者
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
周
知
す
る
税
関
連
情
報
に
関
し
て

は
、
文
字
の
大
き
さ
や
内
容
を
工
夫
し
、
各
税
目
統

一
的
な
デ
ザ
イ
ン
に
す
る
な
ど
、
納
税
者
に
と
っ
て

分
か
り
や
す
い
チ
ラ
シ
作
成
を
心
掛
け
て
い
る
。
併

せ
て
、
広
報
誌
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
す
る
な

ど
、
市
民
の
納
税
意
識
の
向
上
を
図
っ
て
い
る
。

館た
て
や
ま山
市
長
（
千
葉
県
）　

金か
な
ま
る丸

謙け
ん
い
ち一
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現
在
で
は
、
換
価
が
容
易
な
預
貯
金
や
給
与
等
を

中
心
に
差
押
え
を
実
施
し
、
ま
た
、「
市
税
に
係
る

滞
納
処
分
の
執
行
停
止
に
関
す
る
基
準
」
な
ど
に
基

づ
き
、
資
力
の
な
い
納
税
者
に
対
し
て
は
、
適
切
に

執
行
停
止
に
す
る
な
ど
、
滞
納
整
理
は
着
実
に
進
ん

で
い
る
。（
図
２
参
照
）

　
滞
納
整
理
の
経
過

　

前
述
の
よ
う
に
、
平
成
23
年
度
以
降
、
事
務
の
効

率
化
や
納
付
環
境
を
整
え
る
と
と
も
に
、
差
押
え
を

中
心
と
し
た
滞
納
整
理
を
進
め
た
こ
と
に
よ
り
、
収

納
率
は
少
し
ず
つ
向
上
（
平
成
20
年
度　

収
納
率

83
・
11
％
：
46
位
／
56
市
町
村
→
平
成
27
年
度　

収

納
率
93
・
22
％
：
20
位
／
54
市
町
村
）
し
、
ま
た
、

滞
納
整
理
と
現
年
課
税
分
の
徴
収
強
化
対
策
と
相

ま
っ
て
、
収
入
未
済
額
も
大
幅
に
縮
減
す
る
こ
と
が

で
き
た
。（
平
成
20
年
度
か
ら
８
３
９
百
万
円
縮
減
）

（
図
３
参
照
）

　

平
成
25
年
度
に
は
、「
市
税
等
滞
納
整
理
基
本
方

針
」
を
策
定
し
、
そ
の
中
で
、
毎
年
度
の
基
本
方
針

と
目
標
収
納
率
の
設
定
を
し
て
い
る
。
特
に
、「
基

本
方
針
」
の
第
一
と
し
て
、
現
年
度
対
策
に
重
点
を

置
い
た
滞
納
整
理
を
進
め
て
い
る
。

　
徴
収
業
務
の
基
本
姿
勢

　

滞
納
整
理
業
務
を
進
め
る
上
で
、
多
く
の
案
件
を

扱
う
徴
収
担
当
職
員
が
個
々
に
努
力
し
た
と
し
て

も
、
そ
れ
ぞ
れ
が
違
う
方
針
・
違
う
目
標
で
働
い
て

い
れ
ば
、
大
き
な
成
果
を
上
げ
る
こ
と
は
難
し
い
。

そ
こ
で
、
本
市
で
は
、
収
納
率
の
向
上
を
図
る
た
め
、

徴
収
業
務
の
基
本
姿
勢
を
定
め
る
と
と
も
に
、
徴
収

担
当
職
員
が
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
保
つ
た
め
の
組
織

づ
く
り
や
執
行
体
制
を
整
え
、
さ
ら
に
、
組
織
と
し

て
目
標
を
掲
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
目
標
を
達
成

す
る
た
め
に
職
員
が
一
丸
と
な
っ
て
業
務
に
あ
た
っ

て
い
る
。

①
法
令
遵
守
に
基
づ
い
た
徴
収
業
務

　

公
平
・
公
正
な
業
務
執
行
は
、
税
務
行
政
の
基
本

で
あ
り
、
他
の
納
税
者
と
の
公
平
性
を
欠
く
こ
と
の

無
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
処
理
に
あ
た
っ
て
は

公
正
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
た
め
、
地
方
税

法
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
関
連
法
令
等
を
正
確
に
理

進行管理体制

執行体制

進行管理班

国保税担当班

館山市における機能分担型の体制  図1

進
行
管
理

質
的
滞
納
整
理

量
的
滞
納
整
理

特別整理班

整 理 班

滞納処分班

初 動 班

調 査 班

業務：企画立案・進行管理・高額検討会・税務研究会
人員：２名（業務分掌）
業務：国保税関連・企画立案・進行管理・認定審査
人員：２名（業務分掌）

業務：400万円以上・捜索・公売・法人・交付要求
人員：３名（一括体制） 
業務：100万円～ 400万円（高額案件）滞納整理
人員：３名（個別案件分掌） 

業務：20万円～ 100万円（滞納案件）滞納整理
人員：３名（一括体制） 
業務：20万円以下（少額案件）現年度催告・滞納整理
人員：２名（一括体制） 

業務：基本的な財産調査・給与・年金等の継続的な換価処理
人員：１名（非常勤職員） 

執行停止額（千円）　　　　執行停止件数
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69,820
88,987
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館山市における執行停止額と執行停止件数 図2

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 （平成）

滞納繰越分
収入未済額（千円）

現年課税分
収入未済額（千円） 収納率実績（％）
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館山市における市税収入未済額（滞納額）と収納率の推移  

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

図3

（平成）
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解
し
、
厳
正
な
処
理
を
行
う
と
と
も
に
、
納
税
者
に

対
し
て
は
、
納
期
内
納
付
の
重
要
性
を
含
め
た
適
切

な
納
税
指
導
を
行
う
。

②
滞
納
事
案
の
実
情
に
応
じ
た
滞
納
整
理

　

新
た
な
滞
納
事
案
を
発
生
さ
せ
な
い
こ
と
が
重
要

で
あ
り
、
現
年
度
課
税
分
の
納
付
を
優
先
的
に
、
か

つ
、
滞
納
者
の
資
力
に
応
じ
、
計
画
的
に
滞
納
額
を

圧
縮
す
る
よ
う
指
導
し
て
い
く
。
特
に
、
資
力
が
あ

り
な
が
ら
納
税
し
な
い
滞
納
者
に
対
し
て
は
、
厳
正

な
滞
納
処
分
を
行
う
と
と
も
に
、
納
税
意
思
を
持
ち

な
が
ら
も
資
力
の
な
い
滞
納
者
に
対
し
て
は
、
滞
納

処
分
の
執
行
停
止
を
含
め
、
納
税
猶
予
を
行
う
な
ど

適
切
な
対
応
を
行
う
。

　
館
山
市
の
掲
げ
る
基
本
方
針

　

滞
納
整
理
は
、
迅
速
に
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ

り
、
本
市
で
は「
滞
納
整
理
基
本
方
針
」と
し
て
、
３

つ
の
重
点
事
項
を
掲
げ
、
税
負
担
の
公
平
性
は
も
と

よ
り
、
実
質
的
な
収
入
の
確
保
と
滞
納
額
の
圧
縮
に

向
け
た
取
組
を
積
極
的
に
実
施
し
て
い
る
。

①
現
年
度
課
税
分
の
徴
収
強
化

　

新
規
・
少
額
滞
納
案
件
に
対
し
て
は「
早
期
着
手
」

「
早
期
接
触
」「
早
期
整
理
」が
重
要
で
あ
り
、
督
促
・

最
終
催
告
に
応
じ
な
い
場
合
に
は
、
速
や
か
に
財

産
調
査
を
行
い
、
納
税
資
力
が
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
は
、
確
実
に
滞
納
処
分
を
実
行
す
る
。

特
に
、
換
価
が
容
易
な
課
税
客
体
（
預
貯
金
・
給
与

等
）
を
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が
合
理
的
で
あ
り
、
積

極
的
に
取
り
組
む
。
ま
た
、
滞
納
整
理
に
あ
た
っ

て
は
、
納
期
内
納
付
を
促
進
す
る
た
め
、
滞
納
整

理
完
結
後
に
新
た
に
納
期
を
迎
え
る
市
税
に
つ
い

て
は
、
当
該
納
税
者
に
口
座
振
替
を
勧
奨
し
、
滞

納
の
再
発
防
止
を
図
る
。

②
滞
納
繰
越
分
の
圧
縮

　

高
額
・
困
難
案
件
の
着
実
な
滞
納
整
理
を
推
進

す
る
た
め
、
①
原
則
と
し
て
滞
納
額
１
０
０
万
円

以
上
の
案
件
に
加
え
、
②
長
期
に
渡
り
解
決
が
見

ら
れ
な
い
案
件
、
③
公
売
を
す
る
必
要
が
あ
る
と

認
め
ら
れ
る
高
額
案
件
に
つ
い
て
は
、
解
決
に
向

け
て
、
法
律
に
基
づ
い
た
あ
ら
ゆ
る
手
法
に
よ
り
、

積
極
的
か
つ
優
先
的
に
滞
納
整
理
を
図
る
。
ま
た
、

納
税
相
談
の
場
が
自
立
支
援
（
生
活
保
護
・
健
康
相

談
・
就
労
支
援
・
債
務
整
理
）
へ
の
初
動
機
能
の
一

端
を
担
う
こ
と
か
ら
、
福
祉
関
係
課
に
よ
る
庁
内

連
携
、
あ
る
い
は
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
総
合
窓

口
等
、
社
会
福
祉
協
議
会
な
ど
関
係
機
関
と
の
連

携
強
化
を
図
る
。

③
執
行
体
制
・
進
行
管
理
体
制
の
充
実

　

日
常
業
務
に
お
け
る
納
税
折
衝
や
滞
納
整
理
に
注

力
す
る
た
め
、
窓
口
業
務
や
財
産
調
査
等
の
徹
底
し

た
省
力
化
を
図
る
と
と
も
に
、
処
理
案
件
の
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
化
に
よ
る
滞
納
整
理
事
務
の
効
率
化
を
図

る
。
ま
た
、
各
班
が
所
掌
す
る
事
務
事
業
に
つ
い
て
、

優
先
順
位
や
処
理
方
針
等
を
明
確
に
し
、
各
事
務
事

業
の
改
善
と
的
確
な
進
行
管
理
お
よ
び
、
効
率
的
で

効
果
的
な
滞
納
整
理
の
推
進
を
図
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
滞
納
整
理
基
本
方
針
」
に
基
づ
き
、

徴
収
担
当
職
員
が
同
じ
目
標
を
持
っ
て
滞
納
整
理
を

進
め
た
結
果
、
平
成
27
年
度
末
現
在
で
、
本
市
の
市

税
滞
納
者
は
約
３
０
０
０
人
、
そ
の
内
、
約
90
％
弱

が
20
万
円
以
下（
延
滞
金
除
く
）の
滞
納
者
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
着
実
に
効
果
が
表
れ
て
お
り
、
安
定
し
た

収
納
率
が
確
保
で
き
て
い
る
。

　
お
わ
り
に

　

平
成
30
年
度
か
ら
は
国
民
健
康
保
険
制
度
の
都
道

府
県
化
が
は
じ
ま
り
、
市
町
村
は
、
人
口
規
模
に
応

じ
た
標
準
的
な
収
納
率
に
よ
り
納
付
金
を
納
め
な
く

て
は
な
ら
な
い
。

　

そ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
税
の
安
定

的
な
収
納
率
の
確
保
は
必
要
不
可
欠
と
な
る
。

　

ま
た
、
国
民
健
康
保
険
税
だ
け
で
は
な
く
、
市
税

全
般
に
お
い
て
も
、
納
税
者
と
の
公
平
性
を
確
保
す

る
た
め
、
悪
質
な
滞
納
者
に
は
毅
然
と
し
た
態
度
で

納
税
交
渉
を
行
い
、
適
正
な
滞
納
整
理
を
進
め
る
必

要
が
あ
る
。

　

徴
収
担
当
職
員
に
向
け
ら
れ
る
市
民
の
視
線
は
厳

し
い
が
、
常
に
善
良
な
納
税
者
の
立
場
に
た
ち
、
市

民
目
線
で
、「
的
確
」「
迅
速
」「
丁
寧
」な
対
応
を
意
識

し
な
が
ら
業
務
に
あ
た
り
、
市
民
に
信
頼
さ
れ
る
職

員
育
成
に
努
め
て
い
る
。

　

徴
収
担
当
職
員
に
は
、
安
定
し
た
収
納
率
は
も
ち

ろ
ん
の
こ
と
、
さ
ら
な
る
収
納
率
の
向
上
を
図
る
た

め
、
日
々
の
精
進
と
や
る
気
を
求
め
て
い
る
。
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寄稿 3
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け
た
徴
収
力
の
強
化

津つ

市
長
（
三
重
県
）　

前ま
え
ば葉
泰や

す
ゆ
き幸

　
は
じ
め
に

　

三
重
県
の
中
央
部
に
位
置
す
る
県
都
、
津
市
。
平

成
18
年
１
月
１
日
、
10
市
町
村
と
い
う
全
国
的
に
も

ま
れ
に
み
る
大
き
な
合
併
に
よ
り
新「
津
市
」と
し
て

誕
生
し
、
昨
年
、
合
併
後
10
年
が
経
過
し
た
。

　

合
併
以
前
の
各
市
町
村
に
お
け
る
滞
納
整
理
に
つ

い
て
は
、
そ
の
徴
収
方
針
や
体
制
な
ど
に
差
異
が
あ
っ

た
た
め
、
合
併
時
に
統
一
し
た
徴
収
業
務
が
行
え
る

よ
う
、
合
併
前
に
現
場
の
意
見
を
反
映
し
な
が
ら
徴

収
業
務
に
係
る
ハ
ー
ド
面
お
よ
び
ソ
フ
ト
面
の
整
備

を
行
い
、
合
併
後
の
新
た
な
徴
収
体
制
を
構
築
し
た
。

　

そ
の
整
備
と
し
て
、
ハ
ー
ド
面
で
は
、
そ
れ
ま
で

紙
ベ
ー
ス
で
管
理
し
て
い
た
滞
納
情
報
・
記
録
に
つ

い
て
、
滞
納
整
理
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
徴
収
業
務

の
一
元
化
・
効
率
化
・
迅
速
化
を
進
め
た
。

　

一
方
、
ソ
フ
ト
面
で
は
、
訪
問
徴
収
を
原
則
廃
止

し
、
差
押
な
ど
の
滞
納
処
分
を
強
化
す
る
た
め
、
徴

収
業
務
を
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
す
る
と
と
も
に
、
研
修
を

通
じ
て
職
員
へ
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
徹
底
と
徴
収
技
術

の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
図
っ
た
。
こ
の
新
た
な
徴
収
体

制
の
構
築
に
よ
り
、
徴
収
率
の
向
上
と
滞
納
額
の
縮

減
に
向
け
て
、
職
員
は
よ
り
積
極
的
な
徴
収
業
務
を

展
開
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
滞
納
整
理
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
り
、

徹
底
的
な
財
産
調
査
の
実
施
や
滞
納
処
分
の
早
期
着

手
な
ど
が
可
能
と
な
り
、
ま
た
、
差
押
財
産
は
、
不

動
産
や
預
金
が
中
心
で
あ
っ
た
従
前
の
も
の
か
ら
、

給
与
・
年
金
・
生
命
保
険
な
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
債
権

や
動
産
な
ど
幅
広
い
財
産
へ
と
変
化
し
て
い
っ
た
。

　

こ
の
新
た
な
徴
収
体
制
の
構
築
に
伴
い
、
職
員
の

意
識
と
行
動
に
も
徐
々
に
変
化
が
表
れ
、
納
税
の
公

平
性
を
保
つ
と
い
う
使
命
感
の
も
と
、
と
も
す
れ
ば

消
極
的
に
な
り
が
ち
な
徴
収
体
制
か
ら
、
勇
気
と
自

信
に
支
え
ら
れ
た
厳
正
な
徴
収
体
制
へ
と
移
行
し
て

い
っ
た
の
で
あ
る
。

　
徴
収
体
制

　

本
市
の
平
成
27
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額
は
、

１
１
５
４
億
９
５
０
５
万
円
、
そ
の
う
ち
市
税
収
入
は

４
１
１
億
１
２
９
６
万
円
で
約
４
割
、
自
主
財
源
で
は

約
８
割
を
占
め
て
い
る
貴
重
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
。

　

本
市
に
お
け
る
徴
収
体
制
は
、
市
税
の
賦
課
・
徴

収
部
門
が
政
策
財
務
部
に
あ
り
、
そ
の
中
で
市
税
の

徴
収
業
務
は
収
税
課
が
行
っ
て
お
り
、
ま
た
、
市
税
お

よ
び
市
の
公
的
債
権
に
係
る
困
難
案
件
に
つ
い
て
は
収

税
課
内
の
特
別
滞
納
整
理
推
進
室
が
担
当
し
て
い
る
。

　

こ
の
特
別
滞
納
整
理
推
進
室
は
、
本
市
の
未
収
金

の
縮
減
と
歳
入
確
保
の
取
り
組
み
の
一
環
と
し
て
、
市

税
、
国
民
健
康
保
険
料
（
税
）、
介
護
保
険
料
、
特
定

教
育
・
保
育
施
設
利
用
者
負
担
額
に
お
け
る
滞
納
事

案
の
う
ち
、
所
管
課
に
お
け
る
困
難
事
案
を
引
き
継

ぎ
、
税
の
手
法
を
用
い
て
一
元
的
か
つ
厳
正
に
対
処
し
、

効
果
的
・
効
率
的
に
徴
収
す
る
組
織
と
し
て
、
平
成

23
年
４
月
に
収
税
課
内
に
設
置
し
た
も
の
で
あ
る
。

そ
の
後
、
平
成
24
年
４
月
に
は
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
を
、
平
成
25
年
４
月
に
は
公
共
下
水
道
事
業
受

益
者
負
担
金
・
分
担
金
を
対
象
債
権
に
加
え
、
現
在

滞
納
額
70
万
円
以
上
の
市
税
お
よ
び
５
公
課
の
債
権

を
取
り
扱
っ
て
お
り
、
各
所
管
課
と
の
連
携
に
よ
り

高
額
・
困
難
な
債
権
の
回
収
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

一
方
、
市
税
に
お
い
て
、
本
市
で
徴
収
が
困
難
な

滞
納
事
案
に
つ
い
て
は
、
よ
り
高
度
な
徴
収
技
術
を
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特集　自治体の徴収力を強化する

も
っ
て
滞
納
処
分
を
行
う
一
部
事
務
組
合
で
あ
る
三

重
地
方
税
管
理
回
収
機
構
へ
債
権
を
移
管
し
て
い

る
。
こ
の
回
収
機
構
で
は
、
県
内
各
市
町
か
ら
派
遣

さ
れ
た
職
員
が
徴
収
業
務
を
行
っ
て
い
る
が
、
各
市

町
で
は
経
験
で
き
な
い
高
度
で
専
門
的
な
徴
収
ノ
ウ

ハ
ウ
を
学
ぶ
場
と
も
な
っ
て
お
り
、
本
市
も
平
成
16

年
度
の
設
置
当
初
か
ら
職
員
を
派
遣
し
、
徴
収
職
員

の
育
成
に
も
活
用
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
収
税
課
、
特
別
滞
納
整
理
推
進
室
、

三
重
地
方
税
管
理
回
収
機
構
が
連
携
・
役
割
分
担
し

な
が
ら
、
個
々
に
特
性
が
あ
る
滞
納
事
案
に
対
し
て

的
確
に
対
応
し
、
滞
納
額
の
縮
減
に
つ
な
げ
て
い
る
。

　

合
併
の
翌
年
度
で
あ
る
平
成
18
年
度
の
市
税
徴
収

率
は
、
現
年
度
97
・
５
％
、
過
年
度
16
・
９
％
、
全

体
で
は
89
・
９
％
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
以
降
は
順
調

に
徴
収
率
を
向
上
さ
せ
て
き
て
お
り
、
５
年
後
の
平

成
23
年
度
は
現
年
度
98
・
４
％
、
過
年
度
22
・
７
％
、

全
体
で
は
92
・
１
％
で
あ
り
、
平
成
27
年
度
は
、
現

年
度
99
・
１
％
、
過
年
度
22
・
１
％
、
全
体
で
は

95
・
４
％
の
徴
収
率
と
な
っ
て
い
る
。
特
筆
す
べ

き
は
収
入
未
済
額
で
、
平
成
18
年
度
に
は
41
億�

５
５
０
０
万
円
あ
っ
た
も
の
が
、
平
成
27
年
度
に
は

15
億
５
２
０
０
万
円
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の

徴
収
力
強
化
の
取
組
に
よ
る
成
果
で
あ
る
と
感
じ
て

い
る
。（
図
表
１
参
照
）

　
本
市
の
取
り
組
み
事
例

　

本
市
で
は
、
市
税
の
徴
収
に
係
る
取
組
方
針
と
し

て「
新
規
滞
納
者
の
発
生
抑
制
」「
滞
納
処
分
の
強
化
」

「
納
税
し
や
す
い
環
境
の
整
備
」を
大
き
な
柱
に
定
め

て
お
り
、
そ
の
方
針
に
沿
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組

み
を
進
め
て
い
る
。
こ
こ
で
は
徴
収
力
強
化
の
具
体

的
な
取
り
組
み
事
例
を
紹
介
す
る
。

■�「
新
規
滞
納
者
の
発
生
抑
制
」へ
の
取
り
組
み
＝
津

市
納
税
催
告
セ
ン
タ
ー

　

滞
納
者
を
増
や
さ
な
い
た
め
に
は
、
何
よ
り
も
現

年
度
の
滞
納
の
芽
を
早
期
に
摘
み
、
新
規
滞
納
者
の

発
生
を
抑
制
す
る
こ
と
で
あ
る
。

　

折
し
も
、
平
成
19
年
３
月
27
日
付
け
総
務
省
の
通

知
に
よ
る
「
地
方
税
の
徴
収
対
策
の
一
層
の
推
進
に

つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
徴
収
に
関
す
る
業
務
に
ノ
ウ

ハ
ウ
を
有
す
る
民
間
業
者
を
活
用
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
本
市
で
は
現
年
度
の
市
税

滞
納
を
早
期
に
回
収
す
る
た
め
、
平
成
21
年
９
月
に

当
時
と
し
て
は
先
進
的
で
あ
っ
た
民
間
業
者
へ
の
委

託
に
よ
る「
津
市
納
税
催
告
セ
ン
タ
ー
」を
収
税
課
内

に
設
置
し
、
電
話
に
よ
る
納
税
催
告
を
行
っ
て
い
る
。

セ
ン
タ
ー
か
ら
滞
納
者
へ
直
接
連
絡
を
取
る
こ
と
に

よ
り
、
納
税
の
う
っ
か
り
忘
れ
な
ど
を
防
止
す
る
と

と
も
に
、
納
税
が
困
難
な
場
合
に
は
収
税
課
へ
相
談

す
る
よ
う
呼
び
掛
け
、
早
期
対
応
を
促
し
て
い
る
。

　

平
成
27
年
度
の
実
績
は
、
年
間
１
万
３
０
９
２
件

の
通
話
を
行
い
、
電
話
催
告
の
結
果
、
入
金
が
確
認

で
き
た
件
数
は
７
３
９
３
件
で
、
通
話
の
で
き
た
滞

納
者
の
う
ち
約
56
％
が
納
税
し
、
そ
の
徴
収
税
額
は

2
億
４
２
９
２
万
円
と
な
っ
た
。
同
年
度
の
セ
ン

タ
ー
運
営
委
託
料
約
１
２
０
０
万
円
か
ら
勘
案
す
る

と
、
委
託
料
の
約
20
倍
の
効
果
が
あ
っ
た
こ
と
に
な

る
。
ま
た
、
現
年
度
滞
納
者
へ
の
対
応
に
つ
い
て
職

員
の
負
担
の
軽
減
が
図
ら
れ
、
結
果
的
に
本
来
の
滞

納
処
分
業
務
に
集
中
で
き
た
た
め
、
徴
収
金
額
以
上

の
効
果
が
あ
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。　
　

■�「
滞
納
処
分
の
強
化
」へ
の
取
り
組
み
＝
預
金
差
押

集
中
処
理

　

一
般
的
に
預
金
差
押
は
、
給
与
支
給
日
が
多
い
月

末
や
年
金
支
給
日
の
月
半
ば
に
集
中
す
る
傾
向
で
あ

る
。
金
融
機
関
に
は
、
そ
れ
ら
繁
忙
日
に
、
各
自
治

体
か
ら
差
押
通
知
書
が
送
付
さ
れ
、
あ
る
い
は
自
治

体
職
員
が
窓
口
に
臨
場
し
て
差
押
を
執
行
す
る
こ
と

と
な
る
た
め
、
金
融
機
関
は
、
差
押
業
務
の
対
応
に

時
間
を
割
か
れ
る
こ
と
に
な
り
、
大
き
な
負
担
と

な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
自
治
体
に
と
っ
て
も
差
押
通
知
書
が
到
着

す
る
金
融
機
関
の
営
業
時
間
内
で
の
差
押
執
行
と
な
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図表1  合併後10年間の徴収率と収入未済額の推移 

(単位: 億円) (単位: %) 



18FEBRUARY 2017 市政

る
た
め
、
コ
ン
ビ
ニ
等
に
設
置
さ
れ
て
い
る
Ａ
Ｔ
Ｍ

機
器
か
ら
金
融
機
関
営
業
前
に
給
与
が
出
金
さ
れ
た

り
、
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
等
私
債
権
の
口
座
引
落
が
差
押

よ
り
先
行
し
て
処
理
さ
れ
、
残
高
不
足
に
よ
り
差
押

が
執
行
で
き
な
い
と
い
っ
た
問
題
点
が
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
そ
の
問
題
点
を
解
決
す
る
た
め
、
預
金

差
押
集
中
処
理
シ
ス
テ
ム
を
有
す
る
某
金
融
機
関
と

協
議
し
、
事
務
セ
ン

タ
ー
へ
差
押
デ
ー
タ
を

伝
送
し
、
全
店
分
を

夜
間
に
一
括
処
理
し
た

上
で
執
行
す
る
方
法

「
預
金
差
押
集
中
処

理
」
を
新
た
に
導
入
し

た
。（
図
表
２
参
照
）

　

導
入
に
際
し
て
、
こ

の
方
法
は
『
将
来
債
権

の
差
押
』
と
な
る
こ
と

に
留
意
し
、
当
該
金

融
機
関
と
と
も
に
具

体
的
な
実
施
マ
ニ
ュ
ア

ル
を
作
成
し
、
平
成

27
年
９
月
に
三
重
県

内
の
市
町
で
初
め
て
の

導
入
に
至
っ
た
。

　

導
入
後
の
本
市
の

メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、

滞
納
者
が
Ａ
Ｔ
Ｍ
機

器
で
出
金
ま
た
は
公

共
料
金
が
振
り
替
え
さ
れ
る
時
刻
に
先
ん
じ
て
差
押

を
執
行
す
る
た
め
確
実
に
徴
収
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
こ
と
、
ま
た
、
職
員
が
直
接
臨
場
す
る
機
会
が
減

少
し
た
こ
と
、
経
費
と
手
間
の
か
か
っ
て
い
た
書
類

の
郵
送
お
よ
び
執
行
日
当
日
に
各
支
店
と
の
取
立
額

の
電
話
確
認
を
行
う
事
務
処
理
負
担
の
大
幅
な
軽
減

が
図
れ
た
こ
と
な
ど
で
あ
る
。
一
方
、
金
融
機
関
で

は
、
自
治
体
職
員
臨
場
時
の
窓
口
対
応
の
負
担
軽
減

や
、
デ
ー
タ
の
一
括
処
理
に
よ
る
事
務
処
理
の
軽
減

お
よ
び
人
為
的
な
情
報
漏
え
い
に
対
す
る
リ
ス
ク
回

避
な
ど
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

　

次
へ
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
現
在
、
三
重
県
内
に
お

い
て
こ
の
差
押
処
理
が
可
能
な
金
融
機
関
は
当
該
金

融
機
関
の
み
で
あ
る
の
で
、
自
治
体
お
よ
び
金
融
機

関
双
方
の
預
金
差
押
業
務
が
効
率
化
で
き
る
預
金
差

押
集
中
処
理
の
普
及
に
向
け
て
、
県
内
各
市
町
や
各

金
融
機
関
に
働
き
か
け
を
行
っ
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

■�「
納
税
し
や
す
い
環
境
の
整
備
」へ
の
取
り
組
み
＝

ペ
イ
ジ
ー
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
収
納

　

今
後
、
さ
ら
な
る
収
納
率
の
向
上
を
目
指
す
に

は
、
納
税
者
が
納
税
し
や
す
い
環
境
の
整
備
が
大
き

な
鍵
と
な
る
。
本
市
で
は
、
納
税
者
に
と
っ
て
便
利

な
納
税
方
法
と
し
て
、
平
成
21
年
度
よ
り
コ
ン
ビ
ニ

収
納
を
導
入
し
て
い
る
が
、
そ
の
ほ
か
に
現
在
、
ペ

イ
ジ
ー
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
収
納
の
導
入
に
向
け
た
検
討

を
行
っ
て
い
る
。
ペ
イ
ジ
ー
は
、
国
税
・
地
方
税
・

公
共
料
金
な
ど
を
、
パ
ソ
コ
ン
、
モ
バ
イ
ル
端
末
お

よ
び
Ａ
Ｔ
Ｍ
機
器
か
ら
い
つ
で
も
支
払
え
る
電
子
決

済
サ
ー
ビ
ス
で
あ
り
、
ま
た
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
収
納
も

パ
ソ
コ
ン
や
モ
バ
イ
ル
端
末
な
ど
で
の
納
税
が
可
能

で
、
納
税
者
の
利
便
性
を
高
め
る
納
税
方
法
と
し
て

そ
の
導
入
が
望
ま
れ
て
お
り
、
将
来
的
に
導
入
し
た

い
と
考
え
て
い
る
。

　

本
市
の
市
税
徴
収
に
お
け
る
徴
収
力
強
化
の
取
り

組
み
事
例
を
３
例
ご
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
が
、

こ
れ
か
ら
も
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
に
と
ら
わ
れ
る

こ
と
な
く
、
効
果
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
手
法
に
つ

い
て
は
研
究
を
進
め
、
新
た
な
手
法
と
し
て
積
極
的

に
取
り
入
れ
て
い
き
た
い
。

　
徴
収
力
の
強
化
に
向
け
て

　

近
年
の
社
会
情
勢
の
大
き
な
変
化
に
加
え
て
、
合

併
に
よ
る
財
政
上
の
優
遇
措
置
も
あ
と
わ
ず
か
と
な

る
な
ど
、
今
後
の
市
政
を
取
り
巻
く
環
境
は
厳
し
さ

を
増
し
て
い
く
ば
か
り
で
あ
る
。

　

そ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
、「
市
民
が
愛
着
を

感
じ
、
住
み
続
け
た
い
と
思
え
る
ま
ち
」
に
す
る
た

め
に
は
、
限
ら
れ
た
予
算
の
中
で
解
決
す
べ
き
課
題

や
優
先
す
べ
き
施
策
に
い
か
に
取
り
組
ん
で
い
く
の

か
と
い
う
こ
と
を
真
剣
に
考
え
、
実
行
し
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
自
主
財
源
は
欠
か

す
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
で
あ
り
、
そ
の
中
で
も
一

般
財
源
と
し
て
の
市
税
の
安
定
的
な
確
保
は
必
要
不

可
欠
で
あ
る
。
今
後
も
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け
た

徴
収
力
の
強
化
が
ま
す
ま
す
求
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
日
々
の
徴
収
業
務
や
研
修
な
ど
を
通
し
て
、
職

員
の
徴
収
ス
キ
ル
と
組
織
力
の
向
上
を
図
っ
て
い
く

所
存
で
あ
る
。

前々営業日 前営業日 差押執行日 翌営業日

図表2　預金差押集中処理のフロー
津市の手続き　　　金融機関の手続き

差
押
デ
ー
タ
作
成
・Ｕ
Ｓ
Ｂ
持
込

差
押
デ
ー
タ
受
取
・
事
務
セ
ン
タ
ー
送
付

処
理
結
果
・
差
押
調
書
等
持
込
店
到
着

Ｕ
Ｓ
Ｂ・
差
押
調
書
等
の
受
領

事
務
セ
ン
タ
ー
到
着
・
デ
ー
タ
取
込

差
押
通
知
書
と
の
突
合
・
チ
ェッ
ク

差
押
デ
ー
タ
と
銀
行
登
録
情
報
と
の
チ
ェッ
ク

事
務
セ
ン
タ
ー
処
理
に
よ
る
支
払
処
理

差
押
処
理
結
果
Ｆ
Ａ
Ｘ
送
付（
津
市
へ
）

差
押
資
金
納
付

反
対
債
権
有
無
等
の
確
認
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特集　自治体の徴収力を強化する

4寄稿

債
権
管
理
条
例
に
よ
る

全
庁
的
な
債
権
回
収
の
強
化

貝
塚
市
長
（
大
阪
府
）　

藤ふ
じ
は
ら原
龍た

つ
お男

　
は
じ
め
に

　

貝
塚
市
は
、
大
阪
市
の
中
心
部
か
ら
南
に
約
30
㎞
、

鉄
道
で
約
30
分
の
距
離
に
あ
り
、
大
阪
市
と
和
歌
山

市
の
ほ
ぼ
中
間
に
位
置
し
、
市
域
面
積
は
43
・
93
㎢
、

東
西
に
約
４
・
８
㎞
、
南
北
に
約
16
・
０
㎞
の
細
長

い
地
形
を
有
し
、
北
は
大
阪
湾
、
南
は
和
泉
葛
城
山

を
経
て
和
歌
山
県
紀
の
川
市
と
接
し
て
い
る
。
山
か

ら
海
に
か
け
て
の
多
彩
な
地
形
に
は
、
国
の
天
然
記

念
物
に
指
定
さ
れ
て
い
る
ブ
ナ
林
を
は
ぐ
く
む
和
泉

葛
城
山
や
、
白
砂
青
松
の
二
色
の
浜
な
ど
、
優
れ
た

自
然
環
境
を
有
し
て
い
る
。

　

本
市
の
人
口
は
、
平
成
21
年
の
約
９
万
６
０
０
人

を
ピ
ー
ク
に
平
成
22
年
以
後
、
死
亡
者
数
が
出
生
者

数
を
上
回
る
自
然
減
と
な
り
、
平
成
28
年
で
は
約

８
万
８
４
０
０
人
で
あ
る
。

　

平
成
28
年
９
月
、『
魅
力
か
が
や
き　

未
来
へ
つ

な
ぐ
ま
ち　

貝
塚
』を
ま
ち
づ
く
り
の
方
針
に
掲
げ
、

市
民
と
と
も
に
未
来
へ
と
つ
な
が
る
ま
ち
づ
く
り
を

進
め
る
第
５
次
総
合
計
画
を
策
定
し
、
新
た
な
一
歩

を
踏
み
出
し
た
。

　
財
政
状
況
に
つ
い
て

　

本
市
の
自
主
財
源
の
基
本
的
な
部
分
を
占
め
る
市

税
収
入
に
つ
い
て
は
、
生
産
年
齢
人
口
が
減
少
傾
向

に
あ
る
こ
と
や
、
企
業
誘
致
に
よ
る
効
果
が
一
段
落

し
た
こ
と
に
よ
り
、
今
後
も
税
収
が
増
加
す
る
こ
と

が
見
込
み
づ
ら
い
状
況
に
あ
り
、
歳
出
に
お
い
て

は
、
社
会
保
障
関
係
経
費
や
老
朽
化
の
進
む
イ
ン
フ

ラ
施
設
の
維
持
管
理
な
ど
今
後
も
歳
出
の
増
加
は
避

け
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
政
課
題
に

対
応
で
き
る
財
政
基
盤
の
確
立
の
た
め
、
市
全
体
の

未
収
金
対
策
は
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

　

本
市
で
は
、
次
世
代
に
負
担
を
先
送
り
せ
ず
、
将

来
に
わ
た
っ
て
健
全
な
市
政
運
営
を
続
け
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
平
成
23
年
度
か
ら
貝
塚
版
行
財
政
改

革「
貝
塚
新
生
プ
ラ
ン
」で
歳
出
抑
制
と
歳
入
確
保
に

取
り
組
ん
だ
結
果
、
最
終
年
度
の
平
成
27
年
度
ま
で

に
、
約
27
億
円
の
財
政
効
果
目
標
を
達
成
し
た
。
さ

ら
に
、
引
き
続
き
平
成
28
年
度
を
初
年
度
と
す
る

「
第
二
次
貝
塚
新
生
プ
ラ
ン
」を
策
定
し
、
さ
ま
ざ
ま

な
歳
出
抑
制
に
加
え
、
税
を
は
じ
め
と
し
た
全
庁
的

な
債
権
回
収
に
よ
る
歳
入
の
確
保
を
図
り
な
が
ら
、

大
胆
な
事
業
の
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
。

　
税
部
門
の
徴
収
体
制
の
強
化
に
つ
い
て

　

税
部
門
の
徴
収
体
制
に
つ
い
て
は
、
本
市
の
人
材

育
成
方
針
で
あ
る
約
４
年
で
人
事
異
動
を
行
う
中

で
、
徴
収
の
専
門
知
識
を
組
織
の
中
で
ど
の
よ
う
に

受
け
継
い
で
い
く
の
か
が
問
題
と
な
っ
た
。
こ
れ

は
、
他
の
自
治
体
に
お
い
て
も
同
様
で
あ
ろ
う
。

　

そ
こ
で
、
職
員
の
徴
収
技
術
の
向
上
と
継
承
を
目

指
し
、
平
成
14
年
度
よ
り
滞
納
整
理
に
関
し
て
特
別

対
策
を
講
じ
た
。
具
体
的
に
は
、
納
税
担
当
と
し
て

主
査
級
職
員
の
複
数
配
置
、
大
阪
府
と
の
間
で
の
人

事
交
流
の
実
施（
平
成
14
〜
17
年
度
）、
滞
納
管
理
シ

ス
テ
ム
の
導
入（
平
成
16
年
度
〜
）、
大
阪
府
域
地
方

税
徴
収
機
構
へ
の
職
員
派
遣（
平
成
27
年
度
〜
）、
大

阪
府
税
事
務
所
Ｏ
Ｂ
職
員
の
採
用（
平
成
28
年
度
〜
）

等
で
あ
る
。
主
に
取
り
組
ん
だ
内
容
と
し
て
は
不
動

産
中
心
の
差
押
か
ら
、
債
権
差
押
へ
の
移
行
が
あ

る
。
次
の
図
１
の
よ
う
に
、
差
押
内
容
・
件
数
の
移

り
変
わ
り
に
応
じ
て
、
徴
収
率
が
増
加
し
て
い
く
の
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が
分
か
る
。

　

こ
の
結
果
、
滞
納
繰

越
分
調
定
額
に
つ
い
て
、

平
成
14
年
度
に
16
億
円

超
で
あ
っ
た
も
の
が
、

平
成
28
年
度
当
初
に
は

４
億
７
０
０
０
万
円
台

に
圧
縮
さ
せ
る
こ
と
が

で
き
、
税
部
門
に
お
い

て
は
、
徴
収
の
専
門
知

識
を
受
け
継
ぐ
体
制
が

整
っ
た
。

　
税
以
外
の
債
権 

　
回
収
の
取
組
み

　

平
成
22
年
８
月
に

は
、
税
だ
け
で
な
く
全

庁
的
な
未
収
金
対
策
の

必
要
性
か
ら
、
未
収
金

対
策
関
係
課
連
絡
会
を

設
置
。
納
税
課
長
を
中

心
に
、
国
民
健
康
保
険

料
や
保
育
料
な
ど
の
主
要
な
債
権
の
担
当
課
長
で
構

成
。
主
に
、
未
収
金
の
内
容
や
回
収
事
務
の
実
態
把

握
、
課
題
の
抽
出
な
ど
に
取
り
組
み
、
今
後
、
市
と

し
て
債
権
回
収
を
進
め
る
に
あ
た
り
、
統
一
的
な
基

準
や
債
権
管
理
所
管
課
を
指
導
で
き
る
担
当
課
を
設

置
し
、
未
収
金
対
策
の
出
発
点
と
す
る
こ
と
を
決
定

し
た
。

　

こ
う
し
て
、
平
成
23
年
９
月
に
「
貝
塚
市
債
権
管

理
条
例
」
を
制
定
、
平
成
24
年
４
月
、
納
税
課
執
務

室
内
に
政
策
推
進
課
所
管
の「
債
権
回
収
対
策
室
」を

設
置
し
た
。
本
市
の
債
権
管
理
条
例
の
特
徴
と
し
て

は
、
❶
副
市
長
を
会
長
と
し
た
、
債
権
管
理
推
進
会

議
を
設
置
。
❷
未
収
債
権
に
関
し
て
、
債
権
整
理
回

収
計
画
書
の
策
定
。
❸
私
債
権
放
棄
の
手
続
き
に
お

い
て
市
議
会
の
議
決
を
要
す
る
と
し
た
。
と
い
う
３

点
に
あ
る
。
ま
た
、
債
権
回
収
対
策
室
に
お
い
て
は
、

発
足
時
点
で
は
、
債
権
回
収
の
一
元
化
に
取
り
組
む

の
で
は
な
く
、
ま
ず
は
、
債
権
回
収
業
務
の
底
上
げ

を
目
的
に
担
当
課
の
指
導
、
庁
内
連
携
に
取
り
組
む

こ
と
と
し
た
。

❶�

債
権
管
理
推
進
会
議
で
は
、
債
権
整
理
回
収
計
画

書
の
審
議
・
策
定
を
行
う
ほ
か
、
計
画
の
進
捗
状

況
の
確
認
、
徴
収
強
化
対
策
の
計
画
な
ど
を
行
っ

て
い
る
。
ま
た
、
債
権
管
理
推
進
会
議
の
下
に
担

当
課
連
絡
会
議
を
置
き
、
債
権
管
理
所
管
課
の
連

携
強
化
や
情
報
共
有
、
回
収
能
力
向
上
の
た
め
の

研
修
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

❷�

こ
れ
は
実
際
の
納
税
課
の
債
権
整
理
回
収
計
画
書

で
あ
る
が
、
表
面
に
目
標
値
や
実
績
値
な
ど
の
数

値
項
目
と
、
当
該
年
度
の
回
収
方
針
・
重
点
目
標

な
ど
を
配
置
。
数
値
項
目
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま

図１　市税差押件数と滞納繰越分徴収率の推移
債権差押件数 不動産差押件数 差押件数合計 滞繰徴収率

平成27年度 361 32 393 27.9％

平成25年度 213 80 293 24.6％

平成18年度 87 67 154 22.7％

図２　平成28年度 債権整理回収計画書
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特集　自治体の徴収力を強化する

で
の
実
績
の
推
移
や
目
標
値
、
予
算
額
と
の
比
較

な
ど
を
比
較
し
や
す
い
よ
う
に
配
置
し
て
い
る

（
図
２
）。
裏
面
は
回
収
業
務
の
年
間
計
画
を
月
別

に
重
点
項
目
と
通
常
業
務
に
分
け
て
作
成
す
る
よ

う
に
な
っ
て
い
る（
図
３
）。

　
�　

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
に
沿
っ
て
作
成
す
る
よ
う
に
し
て
お

り
、
単
年
度
で
終
わ
る
こ
と
の
な
い
債
権
回
収
業

務
を
、
恒
常
的
に
進
め
て
い
く
よ
う
な
計
画
書
と

な
っ
て
い
る
。
計
画
書
の
原
案
は
担
当
課
で
作
成

し
、
毎
年
７
月
の
推
進
会
議
で
審
議
し
、
私
が
最

終
決
裁
を
行
い
、
策
定
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
12

月
末
時
点
の
進
捗
状
況
を
、
決
算
見
込
額
と
と
も

に
1
月
の
推
進
会
議
で
報
告
を
行
う
と
い
う
流
れ

で
行
っ
て
い
る
。
担
当
課
に
と
っ
て
は
目
標
達
成

と
言
う
重
圧
も
あ
る
が
、
市
民
負
担
の
公
平
性
の

た
め
、
使
命
感
を
持
っ
て
回
収
業
務
に
取
り
組
ん

で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

❸�

私
債
権
の
放
棄
に
つ
い
て
は
、
本
市
で
は
、
議
決

を
必
要
と
す
る
こ
と
で
債
権
放
棄
事
務
を
厳
格
に

執
行
し
、
条
件
に
該
当
す
る
か
ら
と
い
っ
て
安
易

に
債
権
放
棄
す
る
の
で
は
な
く
、
債
権
の
内
容
・

金
額
に
関
係
な
く
、
回
収
に
取
り
組
む
こ
と
と
し

た
。
市
民
負
担
の
公
平
性
と
自
主
財
源
の
確
保
の

視
点
か
ら
、
こ
の
よ
う
に
定
め
た
。

　

債
権
回
収
対
策
室
は
、
推
進
会
議
の
事
務
局
や

計
画
書
策
定
の
調
整
な
ど
の
業
務
の
ほ
か
、
各
担

当
課
へ
の
徴
収
事
務
の
実
務
指
導
や
個
別
案
件
の

相
談
業
務
な
ど
市
全
体
の
徴
収
向
上
の
た
め
取
り

組
ん
で
い
る
。

　
今
後
の
取
り
組
み

　

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
に
よ
っ
て
、
市
全
体
の
未

収
金
額
は
減
少
し
、
徴
収
率
は
上
昇
、
各
担
当
課
の

徴
収
技
術
も
向
上
し
て
い
る
が
、
新
た
な
課
題
も
見

つ
か
っ
た
。

 　

第
１
に
、
各
担
当
課
で
滞
納
処
分
を
執
行
し
て

い
る
た
め
財
産
調
査
事
務
な
ど
が
重
複
し
効
率
化
が

図
れ
て
い
な
い
こ
と
。
第
２
に
、
各
担
当
課
の
人
員

的
に
今
以
上
の
滞
納
整
理
を
行
う
こ
と
に
限
界
が
出

て
き
て
お
り
、
徴
収
率
に
頭
打
ち
の
傾
向
が
で
て
き

た
こ
と
。
こ
の
２
つ
を
解
決
す
る
た
め
に
、
債
権
回

収
対
策
室
に
事
案
を
移
管
す
る
一
元
化
を
導
入
し
、

未
収
金
対
策
を
も
う
一
段
階
進
め
る
こ
と
を
検
討
し

て
い
る
。
平
成
28
年
度
の
機
構
改
革
で
政
策
推
進
課

所
管
で
あ
っ
た
債
権
回
収
対
策
室
を
納
税
課
所
管
と

し
、
担
当
職
員
は
徴
税
吏
員
を
兼
務
し
、
市
税
の
滞

納
整
理
を
行
う
よ
う
に
し
た
た
め
、
移
管
後
は
、
即
、

滞
納
処
分
に
取
り
か
か
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
を
整

え
た
。
今
後
、
市
全
体
の
債
権
回
収
に
大
き
な
効
果

を
生
み
出
す
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

図３　平成28年度 債権整理回収業務の事業計画書


